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大学評価学会第16回大会（神戸大学／2019.3.3）ポスター発表 

「教育無償化」論議の経緯と特徴(2) 
 2017年第195回～2018年第197回の国会審議から 

     渡部 昭男（神戸大学）akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp 

 

目的：「教育無償化」論議の経緯と特徴をまとめる。 

方法：国会会議録検索システム： 

   「教育無償化」で簡易検索しヒットした箇所を通覧 

第1報：渡部(2017) http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/90004295.pdf 

第190回通常国会(2016年1～6月)28件 

第191回臨時国会(2016年8月)0件 

第192回臨時国会(2016年9～12月)17件 

第193回通常国会(2017年1～6月)47件 

＊この１年半で、教育無償化改憲論に絡めて、教育未
来投資論・国家人材開発論が勢いを増し、財政確保策
として増税・国債・保険などが出揃った。 
第2報:2017年第195回～2018年第197回、その後１年半の国会審議を追う。 
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②第194回臨時国会(2018.9.28)冒頭解散⇒総選挙 

 ２つの国難突破：少子高齢化に対する２つの大改革 

        1.生産性革命＋2.人づくり革命⇒消費増税使途変更 

  出典：    

    自由民主党 

       公約2017 
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③第195回特別国会(2017年11～12月)17件ヒット 
論点1:改憲＝教育無償化を国是に（維新） 

論点2:無償化の責任＝大学は国／幼児高校は地方（維新） 

論点3:財源＝増税の前に行財政改革（維新）、広く薄くとる消費税 

     による無償化は高所得者優遇（維新）、産業界からの拠 

     出金3千億円（政府） 

論点4:幼児教育＝5歳児まで全て（公明）、待機児解消（立憲・民進）、無 

     認可施設の扱い検討中（政府） 

論点5:高校教育＝私立高校無償化（公明） 

論点6:高等教育＝競争原理・規制緩和／質向上／再編・統廃合 

     （維新）、奨学金拡充・学び直し（公明） 

論点7:スウェーデン＝憲法の明文規定はないが教育無償は自明 

     のこと（憲法に規定するとの議論はない）（調査議員団報告） 

 

【特徴】1:教育無償化改憲論の余波、2:「人づくり革命」の土 

     俵内での論議、3:無償化が先か待機児解消が先か 
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④2017.12.8閣議決定「新しい経済政策パッケージ」 
  http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2018/01/09/1399722_02.pdf 

 

 



⑤第196回通常国会(2018年1～7月)56件ヒット 
論点1:改憲＝2/21自民党改憲案「教育環境整備」に留める 

論点2:無償化の責任＝地方に権限と財源の移譲（維新） 

論点3:財源／予算＝消費増税の内の1.7兆円（政府） 

論点4:幼児教育＝2019年度10月から段階的実施（政府）、無償化 

    よりも保育の質向上（立憲）、保育需要増大（公明）（立憲）、無償 

    化よりも全入化（希望）、高所得者優遇による格差拡大・保育士 

    処遇改善・待機児童対策・質の改善（立憲） 

論点5:義務教育＝生活困窮者自立支援制度拡充／貧困の連鎖防止（政府） 

論点6:高校教育＝590万円未満世帯の私立高校無償化（政府） 

論点7:高等教育＝2020年4月から住民税非課税世帯を無償化／ 

    2018年度も学費免除枠拡大と給付型奨学金の本格実施 

    ２万人（政府）、無償化対象の大学要件／閉校（維新）、成績要 

    件の緩和／機関保証制度／中間層への対象拡大（公明）、大学授 

    業料の値下げ／免除対象の拡大／減免制度の実態調査／食費 

    の扱い（共産） 

【特徴】1.教育無償化改憲論の当面の見送り、2.「新しい経済政策 

    パッケージ」の下での論議・制度設計、3.詳細の検討は専門 

    家会議・検討会等で併行審議、4.2018年度予算・事業関連 5 



⑥2018.6.15閣議決定「骨太の方針2018」
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2018/point_ja.pdf 
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⑦第197回臨時国会(2018年10～12月)19件ヒット 
論点1:改憲＝自民党は無償化改憲に踏み込むべき（維新） 

論点2:無償化の責任＝地方負担を求めず全額国費で（社民）、地方自 

    治体の事務負担危惧（公明）、必要な経費・新たな事務措置 

    （政府）、国1/3・都道府県1/3・市町村1/3（政府） 

論点3:財源＝財政健全化放棄により将来世代に負担先送り（立憲）、 

    無償化は低所得層に薄く高所得層に厚い（立憲） 

論点4:幼児教育＝待機児童対策が先（立憲）、代替的な措置として認 

    可外保育施設を含める／5年間の猶予期間（政府）、森の幼 

    稚園は設置形態等によって対象か判断（政府）、保育需 

    要増大への対応／給食費を含めた無償化／保育士確 

    保・待遇改善（共産） 

論点5:義務教育＝給食費補助促進／給食無償化（共産） 

論点6:高校教育＝私学無償化による公立高校の再編（維新） 

【特徴】1.「骨太の方針2018」が追加された下での論議・制度 

   設計、2.1/3ずつ負担で地方団体と相談、3.給食費扱い 7 



⑧2018.12.28関係閣僚会合「高等教育無償化」 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/12/28/1412286_001.pdf 
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